
1 

 

 木更津市下水道事業業務継続計画（下水道ＢＣＰ）概要版  
                                                令和４年３月 改訂 

１ 下水道ＢＣＰの策定趣旨 

(1) 「業務継続計画」とは、大規模な災害、事故、事件等で職員、庁舎、設備等に    

相当の被害を受けても、優先実施業務を中断させず、例え中断しても許容される

時間内に復旧できるようにするため、策定・運用を行うものである。 

(2) 「下水道事業の業務継続計画」（以下「下水道ＢＣＰ）」という）は、下水道施設

が市民生活にとって重要なライフラインの一つであり、災害時にもその機能を 

維持または早期回復することが必要不可欠であることを踏まえ策定する。 

(3) 災害時における下水道機能の継続・早期回復は、発災後から対応を始めるのでは 

困難である。そこで、平時から災害に備えるためにも「下水道ＢＣＰ」を策定する。 

(4) 「下水道ＢＣＰ」は木更津市地域防災計画のうち、「公共下水道・都市下水路・   

地域汚水処理施設の被害調査、応急復旧及び記録に関すること」を所掌するもので

ある。 

 

２ 下水道ＢＣＰの基本方針 

(1) 市民、職員、関係者の安全確保 

災害発生時の業務の継続・早期復旧にあたっては、市民、職員、関係者の安全確保を第一優先とする。 

(2) 下水道事業の責務遂行 

市民生活や地域経済活動のために必要となる下水道が果たすべき重要な機能を優先的に回復する。 

(3) 対象事象 

大規模地震、津波及び風水害（大雨、洪水高潮）並びに長期停電を対象リスクとして策定する。 

 

３ 下水道災害対応の基本的事項 

(1)  対象災害と発動基準は、「木更津市地域防災計画」に準ずる。気象庁が発表した本市の震度６弱以上を記録したときは全員参集 

(2) 対応拠点は、木更津下水処理場下水道推進室内に下水道推進班を置く。 
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４ 下水道災害対応拠点と非常参集 

事 項 説 明 

１. 拠点名 木更津下水処理場 管理棟 下水道推進班 

２. 下水道推進班の要員 

班長  ：下水道推進室長 

副班長 ：下水道推進室次長 

総務係 ：経営係長、経営係 

情報係 ：業務係長、業務係職員の一部 

処理場係：施設係長、施設係 

管渠係 ：建設係長、建設係、業務係職員の一部 

３. 設置場所と連絡手段 
（重要関係先からの連絡手段） 

木更津下水処理場下水道推進室 

所在地：木更津市潮浜一丁目１９－１ 

   電話 （0438）36- 2700  ＦＡＸ 36- 2742   電子メール gesuidou@city.kisarazu.lg.jp  

４. 下水道推進班内及び 

その近くに備える設備 

電話：７回線、ＦＡＸ：１台 

 （ひかり電話５回線、アナログ２回線（災害時優先）） 

パソコン：３２台（IPK２５、他７）、プリンター：７台（IPK用２、他５） 

コピー機：３台、ホワイトボード：１台  

上記設備を稼動できる非常用電源：３７時間稼動（燃料補給をしない場合） 

５. 参集要領 
1)  職員は、発動基準により下水道推進室に参集する。 

2)  公共交通機関の途絶等により参集に2時間以上かかる場合、推進室へ状況連絡し指示を受ける。 

６. 各係の担当業務 

1)  総務係 ：職務環境、各係との調整、関係行政機関及び民間企業との連絡の総括及び支援要請、処理場係

及び管渠係の補助 

2)  情報係 ：情報収集及び住民対策並びに記録、整理、関連行政部との連絡及び協議、処理場係及び管渠係

の補助 

3)  処理場係：調査計画及び施設被害調査の実施及び本部報告、被害拡大防止の緊急措置・応急復旧、資機材

の調達、運搬、民間企業への支援要請補助 

4)  管渠係 ：調査計画及び施設被害調査の実施及び本部報告、被害拡大防止の緊急措置・応急復旧、資機材 

の調達、運搬、民間企業への支援要請補助 
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５ 災害時避難誘導・安否確認 

（１）避難誘導方法 

建物名等 木更津下水処理場 管理棟 

避難誘導責任者 総務係長   代理者、総務係長代理 

来訪者の誘導方法 

・応接している職員が、責任を持って誘導する。 

・屋外避難が必要なければ、来訪者を２階ロビーに誘導する。 

・屋外避難が必要な場合には、階段を使って誘導する。 

職員の避難方法 
・屋外避難が必要な場合には、階段を使って避難する。 

・屋外に出た場合には、点呼・安否確認をするので、必ず指定避難先の集合場所に集まる。 

避難先（集合場所） 木更津下水処理場 駐車場 または、津波等の危険がある場合「木更津下水処理場 管理棟屋上」 

近隣の公設の避難所 市民体育館（所在地：貝渕 2- 13- 40 0438- 23- 5822） 

 

（２）安否確認方法 

安否確認の責任者 責任者 ： 総務係長   代理者 ： 総務係長代理 

安否確認の担当体制 担当者：各係の係長は係員を確認する 

安否確認の方法・手順 

職員とその家族の安否を確認する。 

連絡手段 ： 固定電話または携帯電話 

作業手順 ： 係員は固定電話または携帯電話により班長へ連絡すること。応答がない場合は、各係長または

係員へ電話、 

メール等により連絡すること。 

班長は、安否不明者について、固定電話または携帯電話、メール等により連絡すること。 

連絡不能の場合は居住地近隣の職員や市制協力員に協力を求め状況を聴取する。 

安否確認の発動条件 
第一配備以上 ： 気象庁が発表した本市域の震度が震度５強を記録した場合、河川・海岸の水位が 

氾濫注意水域に達した場合等。 
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６ 下水道非常時の対応計画 

（１）勤務時間内に想定地震が発生した場合      

時間 （標準的な）行動内容 

直後 
来訪者・職員の負傷者対応・避難誘導 

職員の安否確認 

～１時間 

災害対応拠点の安全点検 

下水道推進班の立上げ 

処理場の確認 

降雨予報の確認（以後随時実施） 

～３時間 
下水道施設維持管理委託受託者（包括委託）との連絡調整（１） 

関連行政部局との連絡調整（１） 

～６時間 

被害状況等の情報収集と情報発信（以降、随時実施） 

下水道施設維持管理委託受託者（包括委託）との連絡調整（２） 

データ類の保護 

～１日 

緊急点検（重要幹線） 

ライフラインの復旧見込みの確認 

民間企業等との連絡確保 

支援要請 

個別住民への対応 

～３日 
関連行政部局との連絡調整（２） 

緊急調査 

～３日 

適時実施 
汚水溢水の解消 

～７日 支援要請（３日目以降の業務に対する内容） 
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（２）夜間休日（勤務時間外）に想定地震が発生した場合 

時間 （標準的な）行動内容 

直後 
職員の安否連絡 

自動参集 

～２時間 

災害対応拠点の安全点検 

下水道推進班立上げ 

処理場の確認 

降雨予報の確認（以後随時実施） 

～４時間 下水道施設維持管理委託受託者（包括委託）との連絡調整（１） 

～５時間 関連行政部局との連絡調整（１） 

～８時間 

被害状況等の情報収集と情報発信（以降、随時実施） 

データ類の保護 

下水道施設維持管理委託受託者（包括委託）との連絡調整（２） 

～１日 

緊急点検 

ライフラインの復旧見込みの確認 

民間企業等との連絡確保 

支援要請 

～３日  
関連行政部局との連絡調整（２） 

緊急調査 

～３日 

適時実施 
汚水溢水の解消 

～７日 支援要請（３日目以降の業務に対する内容） 
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（３）水害が発生する可能性がある場合 

時間 （標準的な）行動内容 

水害発生前 

災害対策本部が設置される（河川水位が氾濫危険水位に達したとき等） 

災害対策本部へ参集 

降雨情報等の確認 

下水道施設に関する情報の確認 

災害対策本部、関連行政部局との連絡調整 

水害発生に備えた事前準備 

水害発生直後 下水道施設維持管理委託受託者（包括委託）との連絡調整 

～１時間 下水道推進班立上げ 

～６時間 

被害状況等の情報収集 

災害対策本部との連絡調整 

県下水道課との連絡調整 

～１日 関連行政部局との連絡調整 

～２日 トイレ機能の確保 

浸水解消後 

ただちに 
緊急調査 

緊急調査後 

ただちに 
汚水溢水の解消 
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７ 訓練・維持改善計画 

（１）訓練計画 

訓練名称 訓練内容 参加者・対象者 実施頻度 企画実施係 

千葉県下水道 

ＢＣＰ合同訓練 

（情報伝達訓練） 

千葉県と下水道推進室との情報伝達訓練 

・下水処理場及びポンプ場における被害を想定し、重要幹線 

及びポンプ場の現地確認の実施。 

・被害状況及び対応状況等を取りまとめ、千葉県へ報告。 

下水道推進室職員 年１回 施設係 

 

 

（２）下水道ＢＣＰの定期的な点検項目 

点検項目 点検時期 

人事異動、組織の変更による指揮命令系統、安否確認の登録情報に変更がないか。 年２回（４月, １０月） 

関係先の人事異動により、電話番号やメールアドレスの変更がないか。 年１回（４月） 

重要なデータや文書のバックアップを実施しているか。 年１回（４月） 

策定根拠となる計画書を変更した場合、計画に関連する文書がすべて最新版に更新されているか。 年１回（４月） 
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８ 地震規模等の設定と被害想定 

１ 地震被害の想定  

千葉県では、近い将来( 今後約１００年程度) に千葉県に影響を与える可能性のある地震として、①東京湾北部地震 ②千葉県東方沖地震 

 ③三浦半島断層群による地震を想定し、「平成１９年度千葉県地震被害想定調査」を実施した。  

そのうち、本市に最も影響を与える東京湾北部地震を本計画の前提条件として、その結果をとりまとめる。 

  

(1) 地震の想定  

・地震等の想定条件は、次のとおりである。 震源域の位置 東京湾北部  

・震源域の深さ 約２８km  

・マグニチュード ７. ３  

・発生季節等 冬季１８時、風速９m/s  

 

(2) 震度・液状化予測  

・本市の震度は、概ね低地で震度６強、丘陵地で震度６弱と予測された。 

 

２ 津波浸水予測区域の想定  

本市では、市域に最も津波被害を及ぼすと考えられる地震を想定し、令和３年３月に津波ハザードマップを改訂している。津波による浸水

予測区域については、この津波ハザードマップを計画の前提条件とする。 

  

(1)  地震・津波の想定  

・地震と津波の想定条件は、次のとおりである。 

・モデル地震 元禄地震（1703年）新モデル  

・想定震源域 野島崎沖  

・想定津波高 １０ｍ（東京湾湾口） 

 

(2) 津波浸水予測区域 

・本市における津波浸水予測結果と浸水予測区域は次のとおりである。 

・市域沿岸の想定津波高 ２. ３ｍ～４. ０ｍ（東京湾平均海面からの高さ） 

・浸水面積 １４. ６８平方キロメートル 

・津波到達時間 ２３～３０分 
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0.3~0.5  

 

⌂⇔ 

 

⌂⇔ 

 

⌂⇔ 

津波浸水予想区域 

  事業計画区域内ポンプ場 

 

1.0~3.0  

 

1.0~3.0  
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９ 水害被害の被害想定 

 

千葉県では、平成１７年に改正された水防法（昭和２４年法律第１９３号）により、小櫃川と矢那川において、大雨によって氾濫した場合

に、浸水が想定される区域について調査を実施した。その区域については、木更津市防災マップで公表しており、その災害規模を本計画の  

前提条件とする。 

 

( １) 水害の想定  

   水害の想定条件は、次のとおりである。 

   降雨量 小櫃川流域 ３２４mm/日（１００年に１度の降雨を想定） 

        矢那川流域 ２８０mm/日（ ５０年に１度の降雨を想定） 

 

( ２)  浸水予測区域 

本市における降雨による浸水予測区域は次のとおりである。 
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水害浸水予想区域 

  事業計画区域内ポンプ場 

 

 

 

 

 0.5~1.0  

 

⌂⇔ 

 

 0~0.5  

 

 0~0.5  

 

⌂⇔ 
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１０ 下水道施設の被害想定 

（１）処理場・ポンプ場における被害想定 

施設名 被害想定 

木更津下水処理場 

○地震 

・一部の施設において耐震化が未実施である。 

・処理場敷地内は液状化が発生し未舗装敷地において起伏が生じるが、舗装地や構造物が設置されている箇所は健全であり事業

継続可能である。 

・管理棟及び２系水処理施設は新耐震基準であり、また中央監視施設は管理棟２階に設置されているため、事業継続可能。 

・管理棟庁舎内は、ガラスが飛散、書棚の書籍が落下し散乱する。 

・水処理施設のチェーンフライト式汚泥掻寄機は地震動による水揺れのためチェーンがスプロケットより離脱し停止する。 

ポンプ棟壁面ヘアークラック多数発生、沈砂掻揚機のチェーンが脱落する。 

・第１系列及び第２系列の管廊でクラック及び、管路が地震動により継手がズレ漏洩発生する。 

増し締め、割り押輪による復旧が必要。 

・沈砂地ポンプ棟は下水道施設地震対策基本設計の診断では、倒壊または崩落の危険性があるとしている。 

・汚泥棟では汚泥をホッパーへ移送するスクリューコンベアーが長尺であり地震動により偏心し固着停止する。 

ベルトコンベアーによる移送とバックホウによる積込みに応急対応する。 

○津波 

・津波影響を受け、自家発電施設棟が４０ｃｍ浸水し発電機能を失う恐れがある。 

対策⇒出入口を土嚢積みし遮水する。また、水替ポンプを設置し侵入水を排除する。 

・汚泥処理棟は、南側裏口が２０ｃｍ浸水し混和槽や地下室が水没する。 

対策⇒出入口を土嚢積み又は堰板により遮水する。 

・管理棟１Ｆの水質試験室等は冠水するが、水位が低下すれば業務回復可能。汚泥処理棟のポンプや薬注設備等地下設備が水没

した場合は復旧に数箇月を要す。 

  対策⇒出入口を土嚢積み又は堰板により遮水する。 

・下水道管に浸入した海水が処理場に流入し、ポンプ棟地下が浸水する。また、水処理に到達した場合、反応タンクの微生物に

影響を与え、高度処理水質を維持できなくなり、下水道法上の水質基準未達となるおそれがある。 

 対策⇒流入ゲートを閉鎖し、海水の侵入を防ぐ。 

○停電 

・自家発電源による運転継続時間は約３７時間を想定している。（※）燃料の供給を確保する。 

〇水害 

 ・矢那川及び烏田川の氾濫による浸水区域外である。 
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施設名 耐震状況 自家発電設備 水害 備考 

岩根ポンプ場 

( 都市下水路)  
未耐震 設置済 氾濫区域内 

・建屋は旧耐震基準であるため、外装が脱落することや構造上の被害を受ける 

・土木構造物はＬ２地震動に対応しておらず、ポンプ施設が運転出来ない 

・ポンプ冷却水の代替水源がなく、長期間の断水に対応できない 

・自家発電源による運転継続時間は約８５時間を想定 

・水害については、小櫃川の氾濫により建屋が約１００ｃｍ浸水し、すべての機能

が停止する 

金田東雨水ポンプ場 耐震済 設置済 氾濫区域内 

・海岸に近接するが地盤は堅固であり液状化の可能性は低い 

・自家発電源による運転継続時間は約４２時間を想定 

・水害については、小櫃川の氾濫により建屋が約５０ｃｍ浸水し、発電機及びエン

ジンポンプのバッテリーが水に浸かるため、エンジンポンプの稼働に支障がでる。 

対策⇒操作盤等の電気設備が設置してある部屋を防水扉に更新する。（令和４年度

以降） 

金田西雨水ポンプ場 耐震済 設置済 氾濫区域内 

・海岸に近接するが地盤は堅硬であり液状化の可能性は低い 

・自家発電源による運転継続時間は約４２時間を想定 

・水害については、小櫃川の氾濫により建屋が約５０ｃｍ浸水するが、ポンプの  

稼働に支障はない 

畑沢中継ポンプ場 耐震済 設置済 氾濫区域外 ・自家発電源による運転継続時間は約１０時間を想定 

畑沢第２中継ポンプ場 未耐震 設置済 氾濫区域外 ・自家発電源による運転継続時間は約 ４時間を想定 

上総中継ポンプ場 耐震済 設置済 氾濫区域外 ・自家発電源による運転継続時間は約４５時間を想定 

大久保第１中継所 未耐震 設置済 氾濫区域外 ・自家発電源による運転継続時間は約 ５時間を想定 

大久保第２中継所 未耐震 設置済 氾濫区域外 ・自家発電源による運転継続時間は約１２時間を想定 

大久保第３中継所 未耐震 設置済 氾濫区域外 ・自家発電源による運転継続時間は約 ４時間を想定 

金田西中継ポンプ場 耐震済 設置済 氾濫区域内 

・自家発電源による運転継続時間は約３６時間を想定 

・水害については、小櫃川の氾濫区域にあるが、区画整理により盛土されているた

め、ポンプの稼働に支障はない（機械設備のＴＰ=３. ８２ｍ） 

中央１丁目、 

金田東１号、 

金田２号ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 

未耐震 未設置 氾濫区域内 

・中央 1 丁目マンホールポンプが矢那川の氾濫で約５０ｃｍ浸水するが、ポンプの

稼働に支障はない 

・水害について、金田東 1 号・２号マンホールポンプが小櫃川の氾濫で約５０ｃｍ

浸水し、操作盤の機能が停止するが、マンホール内の水位上昇により自然流下と

なるため、送水機能は維持される 

・金田２号マンホールポンプは津波影響を受け、制御盤内部に浸水することから停

止するが、マンホール内の水位上昇により自然流下となるため、送水機能は維持

される 
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畑沢南、清川、請西南、  

千束台ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 
未耐震 未設置 氾濫区域外 

・停電の場合は自家発設備がないため停止する。 

対策⇒長時間の停電の場合はポンプ容量に見合った可搬式発電機を現地に仮設

する必要がある。 

 

（２）管路施設における被害想定 

項目 被害想定 

下水道施設 管路施設 

・全体の管路延長の約５％程度はマンホール浮上、管路陥没が発生し、汚水溢水や浸水被害の懸念がある。 

・金田地区、江川・中里・新宿・中央・富士見・新田・貝渕・小浜・潮見・潮浜地区など海岸沿線について液状化など

の被害が集中する可能性が高い。 

・耐震検討によって、液状化が発生すると判断された桜井幹線φ３００ｍｍについては、レベル２継手の照査におい

て、「地盤の永久ひずみによる抜け出し量」が許容値を超えており、被害が発生する可能性が高い。 

 

 


